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                大阪府教育庁私学課長 

 

令和８年度大阪府私立高等学校等教育振興補助金に係る 

事業計画書の提出について（依頼） 

 

標記補助金について、私立学校における「多様な生徒へのケアに関する取組」や「教育の質の向上

への取組」を重点的に支援するため、下記の事業に限定して募集します。 

つきましては、補助金の交付を受けようとする学校法人は、別添の作成要領等をご確認の上、事業

計画書を作成いただき、関係資料を添えて下記のとおり提出してください。 

なお、事業計画書の提出後、事業の中止及び補助金額・内容の変更等が生じる場合は、速やかに連

絡してください。 

 

記 

 

１ 補助対象事業 

私立高等学校等における以下の事業に係る令和８年４月１日から令和９年３月３１日までの取

組を対象とする。ただし、各事業の補助要件を満たしていること。 

(1) 外国人入学生受入れのための環境整備事業 

（補助要件）次のいずれかの要件を満たすこと。 

①外国人生徒受け入れのために必要となる構内サインの設置。 

②外国人生徒の学生生活や進学相談等に対応するため、通訳やサポート人材等の配置を、原則

として、授業が行われる期間に毎月１回以上の活用実績があること。 

(2) ICT教育環境の整備推進事業 

（補助要件）次のいずれかの要件を満たすこと。 

①情報通信技術活用支援員の配置の場合は、原則として、授業が行われる期間に毎週１回以上

の活用実績があること。 

②ICTを活用した教育環境の構築の場合は、次のうち２つ以上取り組むこと。 

・児童生徒が授業で使用する、ICT 教育設備の保守・管理の外部委託または ICT 教育設備の

リース契約（１人１台端末の整備を除く） 

・フィルタリングソフトや MDM（Mobile Device Management）等の管理ツールの導入 

・校務支援システムの導入 

・申請のあった学校に在籍する全ての教職員（休業中の者を除く）の半数以上を対象とした

ICTリテラシー研修等の実施（年２回以上開催） 

③児童生徒１人１台端末の整備を目的とした端末のリース契約 

(3) 教育相談体制の整備事業 

（補助要件）次のいずれの要件も満たすこと。 

①有資格者（公認心理師、臨床心理士、精神科医、社会福祉士、精神保健福祉士など）を活用

した取組であること。 

②契約期間中、原則として、児童生徒等による毎月２回以上の活用実績があること。 

(4) 特別支援教育に係る活動の充実事業 



（補助要件）取組内容に応じて、次のいずれかの要件を満たすこと。 

①助言や研修の場合は、原則として、申請のあった学校に在籍する全ての教職員（休業中の者

を除く）を対象に年２回以上の取組があること。 

②支援体制の構築の場合は、契約期間中、原則として、児童生徒等による毎月１回以上の活用

実績があること。 

③教材等の活用の場合は、原則として、授業が行われる期間に毎週１回以上の取組があること。 

 

２ 提出書類 

(1) 別紙１ 

(2) 様式第１号、第２号－２、３、４、７（該当する書式のみ） 

(3) 参考資料 

(4) 教職員等一覧 処理区分コード変更一覧（後日、改めて依頼をさせていただきます。） 

※ 提出書類は、全てＡ４判で作成すること。 

※ 様式は、大阪府ホームページ『申請書等様式』に掲載しています。 

https://www.pref.osaka.lg.jp/shigaku/syoutyuukou/sinseiyousiki.html 

 

３ 提出方法 

(1) 電子メール  上記提出書類(1)及び(2) 

(2) 郵   送  上記提出書類一式（(1)～(4)） 

 

４ 提 出 先 

  大阪府教育庁私学課小中高振興グループ 

・ 紙媒体  〒540-8570 大阪市中央区大手前 3-1-43 大阪府庁新別館南館 10階 

・ 電子メール  shigakudaigaku-g01@sbox.pref.osaka.lg.jp 

※ メールの件名は「【学校法人名】R8 教育振興補助金事業計画書」、様式のファイル名は「【○

○高校（中学校・小学校）】R8教育振興事業計画書.xls」としてください。 

 

５ 提出期限 

令和８年 11月 20日（金）【必着】 

 

６ 留意事項 

・ 各学校からの申請額の合計が予算額を超える場合は、予算額の範囲内で補助金額を圧縮する場

合があります。 

・ 補助事業の実施等にあたっては、大阪府補助金交付規則や大阪府私立高等学校等教育振興補助

金交付要綱の条件を遵守してください。 

・ 過去に経費が生徒会や PTA等の会計から支出されている事案がありました。学校法人会計の支

出がない場合は、補助対象経費に含めることはできません。 

・ 高等学校等デジタル人材育成支援事業費補助金（高等学校 DX 加速化推進事業）の補助対象経

費として申請する経費については、この事業計画書を提出する際、経費として計上しないよう

に留意してください。 

 

大阪府教育庁私学課小中高振興グループ 髙橋（志）・岸田 

 電 話：06-6941-0351（内線 4852）／06-6210-9274（直通） 

 E-mail：shigakudaigaku-g01@sbox.pref.osaka.lg.jp 

https://www.pref.osaka.lg.jp/shigaku/syoutyuukou/sinseiyousiki.html
mailto:shigakudaigaku-g01@sbox.pref.osaka.lg.jp?subject=【学校法人名】R7教育振興補助金事業計画書
mailto:shigakudaigaku-g01@sbox.pref.osaka.lg.jp


（別添） 

令和８年度大阪府私立高等学校等教育振興補助金事業計画書作成要領 

 

１ 共通事項 

〇 複数校設置する学校法人の場合は、学校ごとに事業計画書を作成し、学校法人で取りまとめて提出してく

ださい。 

〇 学校が実施する取組が、補助対象事業(１)から(４)のうちの複数に該当する場合は、最も関連性のある事業

で提出してください。 

〇 １つの事業を併設中学校と高等学校など２校以上で実施している場合は、経費を合理的に按分し、それぞ

れの学校の補助対象経費としてください。また、その際の提出書類(3)は１部のみの提出で構いません。 

 

２ 事業計画書 

〇 【共通】 各様式は、集計の際に使用しますので、セルの挿入・削除・結合・並び替え、シートの削除・並び替

え等の編集はしないでください。（文言が収まらない場合はセルの幅を広げて作成してください。） 

〇 【共通】 補助対象経費の１/２が補助申請額となりますが、補助申請額の上限は、補助対象事業(１)６２万円

または１８万円（２）９０万円（要件により２６０万円）、(３)６０万円、(４)９０万円です。 

したがって、補助対象経費が補助対象事業(１)については１２４万円または３６万円、(２)については１８０万

円（５２０万円）、(３)については１２０万円、(４)については１８０万円を超える場合は、それぞれの上限額での

申請及び参考書類の提出で構いません。 

ただし、(４)については、別途、障がいのある生徒の高校生活支援事業を申請している場合、(４)の上限額

は、障がいのある生徒の高校生活支援事業における既申請額を減じた額となります。 

〇 【共通】 補助対象事業（１）で１８万円を補助申請額上限とする事業を除き、補助対象経費が２０万円未満の

ものは補助対象とはなりません。 

〇 【様式第１号】 黄色のセルに入力してください。その他のセルは自動計算されます。補助金額について、千

円未満の端数は切り捨てされます。 

〇 【様式第２号】 支払済額には、事業計画書作成日時点で支払い済みの補助対象経費を記入し、記入した

金額に係る領収書や給与明細書等を添付してください。 

〇 【様式第２号】 支払予定額には、事業計画書作成日時点で支払いが終了していないものについて、予定し

ている事業の補助対象経費を記入し、その事業の内容と経費の内訳（計画書、昨年度の給与明細書等）を添

付してください。 

〇 【様式第２号】 支払済額が補助申請額の上限を超える場合、支払予定額の記載及び添付資料の提出は不

要です。 

○ 各事業について、新たに申請する事業【新規】若しくは継続して申請する事業【継続】のいずれかを選択し

てください。【新規】と【継続】の考え方は次のとおりです。学校ごと及び事業ごとに次の考え方に基づき選択し

てください。 

令和６年度 令和７年度 令和８年度   

事業未実施（×） 事業未実施（×） 事業実施（○） → 【新規】 

事業実施（○） 事業未実施（×） 事業実施（○） → 【継続】 

事業未実施（×） 事業実施（○） 事業実施（○） → 【継続】 

事業実施（○） 事業実施（○） 事業実施（○） → 【継続】 

    ※事業実施・未実施については、今回申請する事業を実施しているか否かで判断してください。 



（別添） 

 

３ 参考資料（添付書類） 

〇 添付書類はすべてＡ４サイズに統一の上、支払金額等に下線又は着色する等により、支払額の根拠となる

数字を明示してください。 

〇 補助要件を満たしていることが確認できる契約書や資格証、活用実績が分かる書類等の写しを忘れずに添

付してください。 


